
変更届出書添付書類一覧【居宅サービス、施設サービス用】

変更内容 添付書類 備考

事業所（施設）の名称
○運営規程（新旧1部ずつ又は新旧対照表と新しい運
営規程1部）

★業務管理体制変更届も提出してくださ
い。（松山市外にも事業所がある法人は
提出の必要はありません）

事業所（施設）所在地

○運営規程（新旧1部ずつ又は新旧対照表と新しい運
営規程1部）
○平面図
○写真（事業所の外観及び必要な設備の写真。写真
はＡ４用紙に貼り、設備名等を記載。カメラ等で撮
影しＡ４用紙に直接印刷でも可）
○建築物関連法令協議記録（関係各課と事前協議を
行ってください）

★改修等の前に関係各課と事前協議を
行ってください。
★電話番号・FAX番号を届出書に記載し
てください。
★業務管理体制変更届も提出してくださ
い。（松山市外にも事業所がある法人は
提出の必要はありません）

申請者（法人）の名称

○登記事項証明書（登記に時間を要する場合は、後
日速やかに提出してください）
○運営規程（新旧1部ずつ又は新旧対照表と新しい運
営規程1部）

★法人の合併及び事業の譲渡は変更では
なく、「廃止届」と「新規指定申請」が
必要ですので事前協議を行ってくださ
い。
★業務管理体制変更届も提出してくださ
い。（松山市外にも事業所がある法人は
提出の必要はありません）

主たる事務所（法人）の所在
地

○登記事項証明書（登記に時間を要する場合は、後
日速やかに提出してください）

★法人の合併及び事業の譲渡は変更では
なく、「廃止届」と「新規指定申請」が
必要ですので事前協議を行ってくださ
い。
★電話番号・FAX番号を届出書に記載し
てください。
★業務管理体制変更届も提出してくださ
い。（松山市外にも事業所がある法人は
提出の必要はありません）

代表者（開設者）の氏名、生
年月日、住所及び職名

≪代表者の交代≫
○登記事項証明書（登記に時間を要する場合は、後
日速やかに提出してください）
○誓約書
○変更が分かる書類

≪姓や住所のみの変更≫
○添付なし（届出書に記載してください）

★電話番号・FAX番号を届出書に記載し
てください。
★業務管理体制変更届も提出してくださ
い。（松山市外にも事業所がある法人は
提出の必要はありません）

登記事項証明書・条例等（当
該事業に関するものに限
る。）

○登記事項証明書（登記に時間を要する場合は、後
日速やかに提出してください）

★法人の合併及び事業の譲渡は変更では
なく、「廃止届」と「新規指定申請」が
必要ですので事前協議をおこなってくだ
さい。

事業所（施設）の建物の構
造、専用区画等

○平面図
○必要な設備の写真
○建築物関連法令協議記録（関係各課と事前協議を
行ってください）

★改修等の前に関係各課と事前協議を
行ってください。
★パソコン、電話、机等の増加等の可動
物品の配置変更については、提出の必要
はありません。

設備及び備品の概要
○設備・備品等一覧表
○備品の写真（A4用紙に貼りつけたもの）

※（介護予防）訪問入浴介護

事業所（施設）の管理者の氏
名、生年月日及び住所

≪管理者の交代≫
○管理者の経歴書
○誓約書
○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表(生活支援
型サービスを一体的に実施している場合は、生活支
援型サービスの勤務表も添付してください）

〇本市が承認した管理者承認通知書の写し※１
（変更届提出時に通知書を受け取る場合は不要）

≪姓や住所のみの変更≫
○添付なし（届出書に記載してください）

※１介護老人保健施設・介護医療院
★介護老人保健施設及び介護医療院につ
いては、変更前に本市から管理者の承認
を受ける必要があります。変更届提出の
２週間前までに「管理者承認申請書」を
提出してください。



サービス提供責任者の氏名、
生年月日、住所及び経歴

○サービス提供責任者経歴書及び資格証又は研修修
了証の写し
○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（生活支
援型サービスを一体的に実施している場合は、生活
支援型サービスの勤務表も添付してください）

※訪問介護
★減員の場合は利用者数を届出書に記載
してください。

運営規程

○運営規程（新旧一部提出し、変更箇所をマー
カー、下線等により明確にすること。または、新旧
対照表と新運営規程）
○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（生活支
援型サービスを一体的に実施している場合は、生活
支援型サービスの勤務表も添付してください）
※職員数・営業日・営業時間・実施単位・利用定員
の変更がある場合
○平面図（利用定員の変更がある場合）

★介護職員等の員数については、各事業
所ごとに決めた時期（少なくとも年に1
回以上）に見直しを行い、変更があった
場合に提出してください。
★員数の変更について、人員基準や加算
要件を確認したことがわかるように提出
してください。
★介護老人保健施設、介護医療院の員数
変更については開設許可変更事項申請書
を提出すること。
※通所介護
★利用定員について、19人未満となる
場合は「地域密着型通所介護」となるた
め、廃止申請と新規指定申請が必要とな
ります。（変更届の提出は不要です）

協力医療機関（病院）・協力
歯科医療機関

○協力医療機関等との協定書又は契約書の写し
○運営規程（協力医療機関の記載がある場合）

※訪問入浴介護、特定施設入居者生活介
護、短期入所生活介護、介護老人福祉施
設
★介護老人保健施設、介護医療院の協力
医療機関等の変更については開設許可変
更事項申請書を提出すること。

事業実施形態(本体施設が特
別養護老人ホームの場合の単
独型･空床利用型･併設型の
別)

○運営規程
※空床型の場合：定員を未記載
　　併設型の場合：定員記載

※短期入所生活介護

利用者、入所者又は入院患者
の定員

○運営規程
※指導監査課に変更の可否について確認必要

福祉用具の保管及び消毒方法
(委託している場合にあって
は、委託先の状況)

○保管及び消毒の方法を記載した書類（自己作成）
○委託している場合は委託契約書の写し
※委託先の変更、追加についても届出が必要
○運営規程（記載がある場合）

※福祉用具貸与等

併設施設の状況等

○併設施設の状況（自己作成）
○平面図
※区画が変更となった場合：平面図、必要な設備の
写真（A４用紙に貼付の上、設備名等を記載）

※介護老人福祉施設

介護支援専門員の氏名及びそ
の登録番号

○当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧（変更
届用）
○介護支援専門員証（写真付き）の写し
○従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

※特定施設入居者生活介護、介護老人福
祉施設、介護老人保健施設、介護医療院


